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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第25期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第23期中 第24期中 第25期中 第23期 第24期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 13,875,421 13,623,426 14,476,494 32,164,954 31,353,767 

経常利益又は経常損失
（△） 

(千円) 123,712 △131,110 △152,722 2,265,555 1,392,500

当期純利益又は中間純損
失（△） 

(千円) △176,216 △188,127 △343,018 957,994 531,646

純資産額 (千円) 9,501,837 10,311,990 10,915,980 10,656,301 11,070,573 

総資産額 (千円) 14,977,848 17,111,249 17,614,047 18,644,253 18,922,347 

１株当たり純資産額 (円) 65,984.98 71,611.05 73,159.50 73,934.40 76,822.02 

１株当たり 
当期純利益又は中間純損
失（△） 

(円) △1,223.72 △1,306.44 △2,382.07 6,585.04 3,635.03

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 63.4 60.3 59.8 57.2 58.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 439,274 179,701 1,922,558 2,591,906 495,574

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △939,238 △314,877 △729,863 △1,147,263 △3,503,906

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 210,520 △346,455 △260,448 248,020 △629,523

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 2,981,813 4,484,171 2,269,436 4,951,304 1,343,133

従業員数 (人) 841 1,068 1,134 871 1,098 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第25期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

  

回次 第23期中 第24期中 第25期中 第23期 第24期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 13,994,356 11,757,999 11,706,177 31,730,724 27,027,534 

経常利益 (千円) 392,501 464,162 368,981 2,852,476 2,351,032 

中間(当期)純利益又は 
中間純損失（△） 

(千円) 3,578 393,559 △102,198 1,359,911 699,818 

資本金 (千円) 1,590,000 1,590,000 1,590,000 1,590,000 1,590,000 

発行済株式総数 (株) 144,000 144,000 144,000 144,000 144,000 

純資産額 (千円) 9,667,494 11,279,084 11,309,072 11,060,975 11,585,752 

総資産額 (千円) 14,273,692 16,275,066 16,977,601 17,886,713 17,883,406 

１株当たり純資産額 (円) 67,135.38 78,326.98 78,535.22 76,783.57 80,424.67 

１株当たり中間 
(当期)純利益又は中間純
損失（△） 

(円) 24.85 2,733.05 △709.71 9,415.07 4,827.90

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 1,200.00 1,200.00

自己資本比率 (％) 67.7 69.3 66.6 61.8 64.8 

従業員数 (人) 630 617 607 609 600 



２ 【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

但し、当中間連結会計期間より、事業の種類別セグメント区分の方法を変更しております。変更の内容について

は、「第５ 経理の状況 １(1) 中間連結財務諸表 注記事項(セグメント情報)」に記載のとおりであります。 

  

３ 【関係会社の状況】 

  当中間連結会計期間において、次の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、当社グループから当社グループ外への出向者を除いております。 

  臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

２ 全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものでありま

す。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、当社から社外への出向者を除いております。 

臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

名称 住所
資本金 
（百万円） 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

（連結子会社）      

ホワイトパジャマ・ジャパン

株式会社 
東京都千代田区 61 

コンタクトセンターソ

リューションの提供 
66.9  －

コンタクトセンターソリ

ューションの営業支援、

ＳＩ支援 
なお、当社より資金援助

を受けております。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

ソリューション 700 

サービス 255 

フロンティア 72 

全社(共通) 107 

合計 1,134 

従業員数(人) 607 



  
(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが労使関係は円満に推移しております。 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

平成20年３月期連結売上高500億円、連結経常利益50億円、連結ＲＯＥ20％以上を経営目標とするインフォコムグル

ープ３ヵ年経営計画の中間年度の当中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日）に、以下の主要施策

を実施しました。 

  

（イ）当中間連結会計期間の主要施策 

〔資本参加によるグループ業容の拡大/再編〕 

2005年12月に子会社化したログイット株式会社（以下ログイット社）における通話録音装置等を提供する事業が堅

調に推移する等、今後一層の拡大が見込まれる日本のコンタクトセンター※市場への積極的な事業展開を継続する当社

グループは、米国市場においてすでに数百社にのぼるASP※型コンタクトセンターサービスの提供実績をもつ

Contactual社※とコストパフォーマンスに優れたコンタクトセンターソリューションを提供する合弁会社ホワイトパジ

ャマ・ジャパン株式会社を2006年7月に設立しました。 

この結果、平成18年９月30日現在における当社グループは、当社を含め国内９社、海外３社の企業グループとなり

ました。 

  

〔企業向け事業の展開〕 

当社グループのインフォベック株式会社がＥＲＰパッケージソフトウェア※「ＧＲＡＮＤＩＴ」の開発・販売を進め

るＧＲＡＮＤＩＴ事業は、新たに株式会社ＤＡＣＳ（以下ＤＡＣＳ社）をコンソーシアムメンバーとして迎え、更な

る事業推進体制の強化を進めました。ＤＡＣＳ社の参画により同社の得意とする金融業界向けノウハウも加え、「Ｇ

ＲＡＮＤＩＴ」をより広範な業界へ販売展開を推進するとともに、「ＧＲＡＮＤＩＴ」対応のオールインワン「帳票

テンプレート集※」の拡充等、ＥＲＰパッケージソフトウェアとしてのデファクトスタンダード※化に向けた様々な取

組みを実施しました。これらの施策により、コンソーシアム全体での受注社数も販売開始以来累計で140社を超え、順

調に拡大しています。 

さらには、コーポレート・ガバナンス※やコンプライアンス※体制強化に対応する企業動向を捉え、日本版ＳＯＸ※

法対応や内部統制※機能強化等のニーズの拡大に応えるために、「ＧＲＡＮＤＩＴ」、企業内デジタルコンテンツ管理

（ＥＣＭ：Enterprise Contents Management）ソリューション、ＩＴ全般統制を司るデータセンターフルアウトソー

シングサービス「X-ＴＡＴＩＯＮ※」等を連携した総合ソリューションの提供を開始しました。 

  

〔医療・公共向け事業の展開〕 

市場規模が拡大傾向にある医療機関向けのＩＴソリューションでは、前期に当社グループの株式会社インフォコム

西日本と共同で開設した福岡オフィスをさらに規模拡大すると共に、関西地区における営業並びにサポート網の充実

化を狙い、規模を拡大して新オフィスに移転する等、全国的に顧客向けサポートの迅速化及び充実化を図っていま

す。 

  

〔一般消費者向け事業の展開〕 

着信メロディ等のコンテンツ配信事業では、ＮＴＴドコモ携帯電話利用者向けに同社の最新サービスである「iチャ

ネル※」を活用し、当社の提供する着信メロディ等の情報をいち早く伝える「めちゃメロ♪チャネル※」を開始しまし

た。また、当社独自のアレンジを施す等の工夫を加えた着うた配信サービス「めちゃうたコモン※」を、ＫＤＤＩ携帯



電話利用者向けに開始しました。 

e-コマース※事業では、2005年12月より開始したスイーツ/フルーツ等の提供で好評を得ている通信販売サイト「め

ちゃうま※」が、2006年７月からｉモード公式サイトとなり、さらに多くの方にご利用いただく事を可能としました。

また、これまで携帯電話上で行ってきたCD/DVD等の販売に加え、より幅広い顧客層を対象とするインターネット及び

携帯電話上の大手ショッピングモールであるYahoo!ショッピングに、CD/DVD通販サイトの新ブランド「STAR RECORDS

※」を2006年７月にオープンしました。 

さらには、携帯電話向けニュースサイト「The News（無料）※」を運営する株式会社ニユース・サービス・センター

社（以下ＮＳＣ社）では、「ヒマドキ※」「プレイング４※」「ポイント付き芸能ニュース※」「出前ＧＡＴＥ※」等

の新たなサービスを開始し、魅力あるモバイル広告メディアを目指しています。 

  

〔フロンティア事業の推進〕 

３ヵ年経営計画初年度の前期に体質改善が進み営業損失が大幅に縮小したフロンティア・セグメント※では、バイオ

サイエンス、知的財産システム、デジタルアーカイブシステムの各事業に、新たにセキュリティソリューション※事業

（前期はソリューション・セグメント）を加え、学術情報公開ＡＳＰサービス※や農林水産生産者向け知的財産管理シ

ステム等の新たなソリューションの提供を開始するとともに一層の収益性向上を実現するための事業構造改革を継続

して推進しています。 

  

（ロ）セグメント区分の変更 

当中間連結会計期間より「第５ 経理の状況 １(1) 中間連結財務諸表 注記事項(セグメント情報)」に記載のと

おり、当中間連結会計期間から、事業の種類別セグメント区分の変更を行っております。このため、以下におけるセ

グメント情報の前年同期との比較に関する記載は、変更後のセグメント区分に組替えた金額との比較によっておりま

す。 

  

（ハ）連結業績に関する定性的情報 

当中間連結会計期間の連結業績は、連結売上高は14,476百万円（前年同期 13,623百万円 前年同期比 6.3％

増）、利益面では連結営業損失が164百万円（前年同期 連結営業損失168百万円）、連結経常損失は152百万円（前年

同期 連結経常損失131百万円）、連結中間純損失は343百万円（前年同期 連結中間純損失188百万円）となりまし

た。 

  

〔ソリューション・セグメント※〕 

連結売上高8,489百万円（前年同期 7,388百万円 前年同期比 14.9％増）、連結営業損失32百万円（前年同期

連結営業損失208百万円）となりました。 

主に自社開発ソフトウェアパッケージの販売が順調に推移した事と2005年12月に新規連結子会社としたログイット

社の業績が寄与し、前年同期比増収増益となりました。 

  

〔サービス・セグメント※〕 

連結売上高5,014百万円（前年同期 5,230百万円 前年同期比 4.1％減）、連結営業利益33百万円（前年同期 連

結営業利益249百万円）となりました。 

前期から継続的に着手しているＮＳＣ社の収益力改善効果が発現しているものの、データセンター・サービス※にお

ける一部案件の期ズレ等の影響により、前年同期比減収減益となりました。 

  

〔フロンティア・セグメント〕 



連結売上高972百万円（前年同期比 1,004百万円 前年同期比 3.2％減）、連結営業損失162百万円（前年同期

連結営業損失207百万円）となりました。 

新たにセキュリティソリューション事業を加えた当セグメントでは、前年同期と比較し、連結売上高は若干の減収

となったものの、継続的に着手している体質改善が進み営業損失は縮小しました。 

  



〔用語説明〕 

■コーポレート・ガバナンス 

企業がその目的に照らして適切に経営されるように監視・けん制する仕組み。 

  

■コンタクトセンター 

電話だけの受付を行うコールセンターに対し、メールやインターネット経由の顧客からのコンタクトにも対応する

マルチチャネル対応のセンターをコンタクトセンターという。 

  

■コンプライアンス 

法令順守。法律やルール等を守る事。 

  

■サービス・セグメント         当社グループの事業/セグメント 

インフォコムグループは、当該セグメントとソリューション・セグメント※、フロンティア・セグメント※の３つの

セグメントで事業を構成する。サービス・セグメントは、一般消費者向けのインフォコマース事業とデータセンタ

ー・サービス事業からなる。一般消費者向けに着信メロディや着うた等のコンテンツ配信事業、コンサートチケット

やCD/DVD、スイーツ/フルーツ等を取り扱うe-コマース事業、株式会社ニユース・サービス・センターが運営する

「The News（無料）」※「The GATE」※の総合ポータルサイト※事業や当社グループのITサービス企業化の中核として

の役割を担うデータセンター事業を展開している。 

  

■セキュリティソリューション      当社グループの事業/セグメント 

フロンティア・セグメントに分類しており、セキュアOS「PitBull」を始めとするトータルセキュリティソリューシ

ョンを展開している。 

  

■ソリューション・セグメント      当社グループの事業/セグメント 

インフォコムグループは、当該セグメントとサービス・セグメント※、フロンティア・セグメント※の３つのセグメ

ントで事業を構成する。 

携帯電話事業者、一般企業、医療・公共向けＳＩ※事業を展開するとともに、「GRANDIT」や企業における情報資産

の高度活用、法規制遵守等のニーズに対応するデジタルコンテンツ管理ソリューション、ビジネスシーンにおける携

帯電話を有効活用したソリューション及びサービス事業「EMP（Enterprise Mobile Portal）」を展開している。 

  

■帳票テンプレート集          当社グループのソリューション/サービス 

GRANDITに使用する、オールインワンで容易に帳票開発や帳票出力システム構築を行う事ができるテンプレート製

品。 

  



■データセンター・サービス       当社グループの事業/セグメント 

単にコンピュータ周辺のオペレーション業務だけでなく、膨大なシステムの運用・監視・障害管理や、 機器の構成

管理や資源管理、多くの拠点や企業とのネットワークの監視・障害管理等の幅広いサービスを一般企業、帝人株式会

社と双日株式会社及び各々のグループ企業向けに提供している。 

  

■デファクトスタンダード 

標準化機関によってではなく、市場での競争を通して決まる事実上の標準。 

  

■出前GATE               当社グループのソリューション/サービス 

携帯電話インターネットにおいて、ピザ・弁当・中華・寿司・洋食・酒等のほか、クリーニングの集配やPCトラブ

ルの出張修理、ハウスクリーニングの依頼等多数のジャンルの出前サービス店舗からの出前・宅配・デリバリーサー

ビスを提供するサイト。 

  

■内部統制 

企業が公表する財務諸表の信頼性確保、事業経営の有効性と効率性の向上、及び事業経営にかかわる法規の順守を

促すために企業内部に設けられる仕組みの事。 

  

■日本版ＳＯＸ法 

財務報告に係る内部統制の制度化。企業会計審議会が2005年７月に公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び

監査の基準（公開草案）」。2002年７月に米国で制定された企業改革法（SOX法：Sarbanes-Oxley Act）をうけて、上

場企業を対象に不祥事防止を目的とした制度。内部統制の基本的枠組み、経営者による評価、監査人による監査の３

つの要素で構成される。 

  

■ヒマドキ               当社グループのソリューション/サービス 

携帯電話インターネットにおいて、脳活性化に役立つクイズが無料（パケット代除く）で楽しめるサービス。 

  

■プレイング4              当社グループのソリューション/サービス 

携帯電話インターネットにおいて、ゴルフファン向けに特化した利用料無料（パケット代除く）のSNSサービス。 

  

■フロンティア・セグメント      当社グループの事業/セグメント 

インフォコムグループは、当該セグメントとソリューション・セグメント※、サービス・セグメント※の３つのセグ

メントで事業を構成する。新たに展開する事業やサービスの企画・推進及びバイオサイエンス、知的財産システム、

デジタルアーカイブ、セキュリティソリューションの各事業で構成し、コア事業への早期昇格を目指し育成・推進を

強化している。 

  

■ポイント付き芸能ニュース      当社グループのソリューション/サービス 

携帯電話インターネットにおいて、最新の芸能ニュースを毎日メールで配信し、無料で（パケット代除く）オリジ

ナルの芸能ニュースをお楽しみいただけるサービス。 

  



■めちゃうたコモン          当社グループのソリューション/サービス 

携帯電話において、過去の名曲から最新のJ-POP曲に至る豊富なラインナップを、多彩なアレンジで提供する「着う

た」サービス。 

  

■めちゃうま             当社グループのソリューション/サービス 

市場ではなかなか手に入りにくい希少価値の高いスイーツやフルーツが携帯電話で購入できるサービスを提供して

おり、テレビ等のメディアでも数多く取り上げられ注目を集めている携帯電話通販サイト。 

  

■めちゃメロ♪チャネル        当社グループのソリューション/サービス 

iチャネルサービス向けの、着信メロディのプッシュ配信型試聴サービス。 

  

■ＡＳＰサービス 

ビジネス用アプリケーションソフトをインターネットを通じて顧客にレンタルするサービス。  

  

■Contactual社 

米国で2000年にWhite Pajama Inc,として設立。オンデマンド型コンタクトセンターのリーディングカンパニーとし

て、現在数百社のコンタクトセンターシステムを稼動させている。Fortune 500にあげられる優良企業をはじめ、金

融・人材派遣・通信事業者・政府・自治体等幅広い分野において採用されている。 

同社が提供するオンデマンド型コンタクトセンターテクノロジー「Contactual」は、電話回線(またはIP回線)・イ

ンターネットを通じて、短期間でコンタクトセンターに必要な機能を提供する事が出来る画期的なテクノロジー。コ

ンタクトセンター設立に必要であった専用システム購入という高額な投資をなくし、分散した場所や遠隔地といった

ロケーションフリーでコンタクトセンターの運営が可能。 

  

■e-コマース 

インターネットや携帯電話等を利用した通信販売全般の事。インターネットが一般消費者に普及するにつれて、消

費者を直接対象にした電子商取引サービスが急激に成長している。 

  

■ERPパッケージソフトウェア 

企業内の種々の業務関連アプリケーションを実行する統合業務パッケージソフトウェア。 

  

■iチャネル 

NTTドコモが提供する、ニュースや天気、芸能/スポーツ、占い等の最新情報を特別な操作をする事なく携帯電話画

面に表示させるサービス。 



■STAR RECORDS           当社グループのソリューション/サービス 

Yahoo!ショッピングサイトで、CD/DVDを販売する通信販売サイト。 

  

■The News（無料）         当社グループのソリューション/サービス 

i－ｍｏｄｅ、ＥＺｗｅｂ、Yahoo!ケータイの公式サイトで、速報ベースのニュース、スポーツニュース、芸能ニュ

ース、天気予報、占い、ショッピング情報等を全て無料（パケット代除く）配信する総合情報サイト。 

  

■X-TATION             当社グループのソリューション/サービス 

単にハウジングの提供に留まらず、システムの構築から運用管理、業務運用やヘルプデスクに至るまでシステムの

全ライフサイクルをカバーする幅広いサービスメニューを備えており、一貫したアウトソーシングサービスを提供。 

  

※本資料に記載された会社名及び製品名等は該当する各社の登録商標または出願中の商標です。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は2,269百万円となり、前

連結会計年度末1,343百万円に対し926百万円の増加となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの主たる要

因は以下のとおりです。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において営業活動の結果獲得した資金は、1,922百万円（前年同期は179百万円）となりまし

た。 

これは主に、税金等調整前中間純損失264百万円（前年同期は税金等調整前中間純損失170百万円）、仕入債務の減

少540百万円（前年同期は1,344百万円の減少）、たな卸資産の増加504百万円（前年同期は507百万円の増加）および

法人税等の支払894百万円（前年同期は1,208百万円）に対し、減価償却費460百万円（前年同期は437百万円）および

売上債権の減少2,894百万円（前年同期は2,993百万円の減少）等によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は729百万円（前年同期は314百万円の資金の使用）となりました。 

これは有形固定資産の取得による支出104百万円（前年同期は92百万円）、自社利用ソフトウェア等無形固定資産の

取得による支出516百万円（前年同期は495百万円）、及び連結子会社株式取得による支出100百万円（前年同期は102

百万円）によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の減少は、260百万円（前年同期は346百万円の減少）となりました。 

これは、少数株主からの払込みによる収入40百万円に対し、短期借入金の返済34百万円（前年同期は65百万円の返

済）、長期借入金の返済93百万円（前年同期は108百万円の返済）及び配当金の支払172百万円（前年同期は172百万

円）を実施した事によります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は製造原価によっております。 

２ 金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 当中間連結会計期間より、事業の種類別セグメントの区分方法を変更しております。また、前年同期比較にあたり前中間

連結会計期間分を変更後の区分に組替えて行なっております。 

  

(2) 商品仕入実績 

当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は実際仕入価額によっております。 

２ 金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 当中間連結会計期間より、事業の種類別セグメントの区分方法を変更しております。また、前年同期比較にあたり前中間

連結会計期間分を変更後の区分に組替えて行なっております。 

  

(3) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ サービス事業のうちインフォコマース・サービスについては把握が困難なため、受注高及び受注残高に含まれておりませ

ん。 

２ 金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 当中間連結会計期間より、事業の種類別セグメントの区分方法を変更しております。また、前年同期比較にあたり前中間

連結会計期間分を変更後の区分に組替えて行なっております。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％) 

ソリューション 3,933,691 113.7 

サービス 1,659,434 106.7 

フロンティア 299,174 93.4 

合計 5,892,300 110.4 

事業の種類別セグメントの名称 商品仕入高(千円) 前年同期比(％) 

ソリューション 2,000,772 111.1 

サービス 2,062,147 90.9 

フロンティア 364,149 120.5 

合計 4,427,069 101.3 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

ソリューション 7,808,172 109.1 4,720,234 104.5 

サービス 2,411,380 90.4 2,938,844 88.2 

フロンティア 1,913,003 151.3 1,401,629 171.2 

合計 12,132,555 109.4 9,060,707 104.6 



(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２ 上記いずれの表の金額にも消費税等は含まれておりません。 

３ 当中間連結会計期間より、事業の種類別セグメントの区分方法を変更しております。また、前年同期比較にあたり前中間

連結会計期間分を変更後の区分に組替えて行なっております。 

４ ＫＤＤＩ株式会社につきましては当中間連結会計期間で、販売実績が10％未満であるため記載を省略しております。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

ソリューション 8,489,996 114.9 

サービス 5,014,179 95.9 

フロンティア 972,317 96.8 

合計 14,476,494 106.3 

相手先 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

KDDI株式会社 1,533,033 11.3 － － 



５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、中長期的な視点で当社グループの技術競争力を高める先端技術に焦点を当てた

コーポレート研究、および、各事業領域のソリューションやサービスの強化を目的とした研究開発に積極的に取り

組んでおります。これらの活動は、必要に応じて社内横断的な協業、あるいは、産学連携での体制で実施しており

ます。 

当中間連結会計期間における研究開発費は、56百万円となりました。上記の各研究開発活動は次の通りでありま

す。 

  

コーポレート研究では、徳島大学発のベンチャー企業である株式会社言語理解研究所との共同研究をライフサイ

エンス分野と知的インターフェース分野で実施しております。ライフサイエンス分野において、今後の電子カルテ

等の普及に伴い医療機関内に蓄積されるデジタル情報を言語的アプローチにより分析する手法、ならびに、診断支

援の仕組みを研究しました。また、知的インターフェース分野では、知的で人間味のあるコンピュータとの対話に

必要となる言語理解エンジン、および、知識をWeb上の情報から学習をする仕組みの研究を行いました。 

 バイオサイエンス分野では、遺伝子配列の分析手法、あるいは、統計的解析手法について、国立遺伝学研究所や

独立行政法人産業総合研究所等と共同研究を実施しております。 

これらの研究はフロンティア・セグメントの研究開発費として、31百万円となりました。 

  

個別事業では、ライフサイエンス分野において、大阪大学医学部と共同で臨床検査データに基く薬剤処方の妥当

性検証の仕組み実用化に向けたエンハンス、および、電子カルテとのインターフェースの開発、ならびに、医用画

像検像システムの次世代製品企画のための試作開発を実施しました。エンタープライズ分野では、日本版SOX法への

対応を支援するソリューション、ならびに、エンタープライズ・サーチ技術の調査・企画を実施いたしました。 

これらの研究はソリューション・セグメントの研究開発費で処理され25百万円となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありま

せん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 576,000 

計 576,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年11月24日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 144,000 144,000
ジャスダック証券
取引所 

― 

計 144,000 144,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年９月30日 ― 144,000 ― 1,590,000 ― 1,442,000 



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社   1,415株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社      664株 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

帝人株式会社 大阪府大阪市中央区南本町１丁目６番７号 72,200 50.13 

双日株式会社 東京都港区赤坂６丁目１番20号 7,200 5.00 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 2,920 2.02 

インフォコムグループ従業員持
株会 

東京都千代田区神田駿河台３丁目11番 2,579 1.79 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,415 0.98

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 664 0.46

ＳＢＩイー・トレード証券株式
会社 

東京都港区六本木１丁目６番１号 620 0.43

ユービーエスエージーロンドン

アカウントアイピービーセグリ

ゲイテッドクライアントアカウ

ント（常任代理人 シテイバン

ク・エヌ・エイ東京支店） 

AESCHENVORSTADT 48 CH-4002 BASEL 

SWITZERLAND 

（東京都品川区東品川２丁目３番14号） 

550 0.38 

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番 484 0.33 

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番４号 457 0.31 

計 ― 89,089 61.86 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が５株(議決権５個)含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価はジャスダック証券取引所公表のものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 144,000 144,000 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 144,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 144,000 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 126,000 166,000 131,000 140,000 130,000 117,000 

最低(円) 111,000 121,000 98,100 101,000 109,000 100,000 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金     4,228,454   2,269,430    1,368,132  

２ 受取手形及び売掛金 ※３   4,873,789   4,966,458    7,868,784  

３ たな卸資産     994,533   1,073,228    570,608  

４ 繰延税金資産     553,799   692,130    550,162  

５ その他     912,214   628,795    554,887  

貸倒引当金     △4,113   △5,958    △8,660  

流動資産合計     11,558,677 67.6  9,624,083 54.6   10,903,915 57.6

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※１              

(1) 建物及び構築物 ※２ 465,052    1,410,068   1,418,838    

(2) 機械装置及び運 
  搬具   12,000   13,180 12,941   

(3) 工具器具備品   374,408    416,257   447,625    

(4) 土地 ※２ 73,300 924,760  612,360 2,451,867  603,940 2,483,345  

２ 無形固定資産                

(1) ソフトウェア   1,605,569    1,980,029   1,787,576    

(2) 連結調整勘定   876,802    ―   1,601,001    

(3) のれん   ―    1,495,919   ―    

(4) その他   113,857 2,596,228  104,313 3,580,262  108,564 3,497,142  

３ 投資その他の資産                

(1) 投資有価証券   314,770    198,771   296,392    

(2) 繰延税金資産   195,190    173,096   224,334    

(3) 長期前払費用   818,541    824,446   786,896    

(4) その他   703,080    773,064   730,320    

貸倒引当金   ― 2,031,583  △11,545 1,957,833  ― 2,037,944  

固定資産合計     5,552,572 32.4  7,989,963 45.4   8,018,431 42.4

資産合計     17,111,249 100.0  17,614,047 100.0   18,922,347 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 買掛金     2,015,492   2,028,491    2,571,261  

２ 短期借入金     110,828   ―    35,421  

３ 一年以内返済 
  予定の長期借入金 ※２  194,086 119,118   146,973 

４ 未払法人税等     344,797   283,947    912,896  

５ 前受金     886,527   955,361    767,158  

６ 賞与引当金     837,899   845,979    688,357  

７ 受注損失引当金     92,051   31,183    335  

８ その他     1,143,050   1,942,020    1,652,840  

流動負債合計     5,624,733 32.9  6,206,101 35.2   6,775,244 35.8

Ⅱ 固定負債                

１ 長期借入金 ※２   460,229   236,043    301,264  

２ 退職給付引当金     170,548   157,147    162,319  

３ 役員退職慰労引当金     122,107   88,760    146,035  

４ その他     8,540   10,013    14,033  

固定負債合計     761,425 4.4  491,964 2.8   623,652 3.3

負債合計     6,386,158 37.3  6,698,066 38.0   7,398,896 39.1

(少数株主持分)                

少数株主持分     413,100 2.4  ― ―   452,877 2.4

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     1,590,000 9.3  ― ―   1,590,000 8.4

Ⅱ 資本剰余金     1,442,000 8.4  ― ―   1,442,000 7.6

Ⅲ 利益剰余金     7,310,404 42.8  ― ―   8,030,179 42.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    4,325 0.0 ― ―   7,675 0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定     △34,739 △0.2  ― ―   719 0.0

資本合計     10,311,990 60.3  ― ―   11,070,573 58.5

負債、少数株主持分 
及び資本合計    17,111,249 100.0 ― ―   18,922,347 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金         1,590,000       

２ 資本剰余金         1,442,000       

３ 利益剰余金         7,506,157       

株主資本合計         10,538,157 59.8      

Ⅱ 評価・換算差額等                

１ その他有価証券 
  評価差額金      8,896     

２ 繰延ヘッジ損益         880       

３ 為替換算調整勘定         △12,966       

評価・換算差額等 
合計      △3,189 △0.0     

Ⅲ 少数株主持分         381,012 2.2      

純資産合計         10,915,980 62.0      

負債純資産合計         17,614,047 100.0      

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比 

(％) 

Ⅰ 売上高    13,623,426 100.0  14,476,494 100.0  31,353,767 100.0 

Ⅱ 売上原価    9,236,656 67.8  9,425,599 65.1  20,348,571 64.9 

売上総利益    4,386,769 32.2  5,050,894 34.9  11,005,195 35.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  4,555,254 33.4  5,215,715 36.0  9,534,974 30.4 

営業利益又は営業損 
失（△）   △168,485 △1.2 △164,820 △1.1 1,470,220 4.7 

Ⅳ 営業外収益               
１ 受取利息及び 
  受取配当金   3,170   2,756 7,717     

２ 貸倒引当金戻入益   19,418    1,843   17,344     

３ 為替差益   ―    230   ―     

４ 保険解約差益   ―    3,233   ―     

５ その他   31,411 54,000 0.4 13,225 21,290 0.1 33,092 58,154 0.1 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   10,618    5,008   18,455     

２ たな卸資産評価損   ―    871   103,313     

３ 為替差損   3,493    ―   5,650     

４ その他   2,513 16,625 0.2 3,313 9,193 0.1 8,454 135,874 0.4 

経常利益又は経常損 
失（△）   △131,110 △1.0 △152,722 △1.1 1,392,500 4.4 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※２ 47    ―   47     

２ 投資有価証券売却益   23,484    ―   24,335     

３ 厚生年金代行返上益   225,801    ―   246,739     

４ 持分変動利益   ― 249,333 1.9 ― ― ― 15,133 286,256 0.9 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産売却損 ※３ ―    ―   1,516     

２ 固定資産除却損 ※４ 9,646    1,793   214,628     

３ 貸倒引当金繰入額   ―    11,545   ―     

４ 投資有価証券売却損   484    ―   484     

５ 投資有価証券評価損   18,260    98,745   44,393     

６ 代理販売契約解約料   260,000    ―   260,000     

７ リース解約損   ― 288,391 2.1 ― 112,084 0.7 56,071 577,093 1.8 

税金等調整前 
当期純利益 
又 は 中 間 純 損 失
（△） 

  △170,168 △1.2 △264,806 △1.8  1,101,663 3.5 

法人税、住民税 
及び事業税 ※５ 325,294   273,029 1,191,472     

法人税等調整額 ※５ △157,259 168,035 1.3 △93,129 179,899 1.3 △178,231 1,013,240 3.2 

少数株主損失    150,075 1.1  101,687 0.7  443,224 1.4 

当期純利益 
又 は 中 間 純 損 失
（△） 

  △188,127 △1.4 △343,018 △2.4 531,646 1.7 

          



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)
           

Ⅰ 資本剰余金期首残高
     1,442,000   1,442,000 

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

    1,442,000   1,442,000 

            

(利益剰余金の部)
           

Ⅰ 利益剰余金期首残高
     7,681,080   7,681,080 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

   当期純利益
   ― ― 531,646 531,646 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

 １ 配当金
   172,800   172,800   

 ２ 役員賞与
   9,748   9,748   

 ３ 中間純損失
   188,127 370,676 ― 182,548 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

    7,310,404   8,030,179 

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

（注）平成18年６月20日開催の定時株主総会における利益処分項目です。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,590,000 1,442,000 8,030,179 11,062,179 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当（注）     △172,800 △172,800 

 役員賞与（注）     △8,203 △8,203 

 中間純損失(△)     △343,018 △343,018 

株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）         

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― ― △524,021 △524,021 

平成18年９月30日残高(千円) 1,590,000 1,442,000 7,506,157 10,538,157 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 7,675 ― 719 8,394 452,877 11,523,451 

中間連結会計期間中の変動額             

 剰余金の配当（注）           △172,800 

 役員賞与（注）           △8,203 

 中間純損失(△)           △343,018 

株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額） 

1,221 880 △13,686 △11,584 △71,865 △83,449 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 1,221 880 △13,686 △11,584 △71,865 △607,470 

平成18年９月30日残高(千円) 8,896 880 △12,966 △3,189 381,012 10,915,980 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー         

税金等調整前当期純利益 
又は中間純損失（△）   △170,168 △264,806 1,101,663 

減価償却費   437,373 460,900 969,870 

連結調整勘定償却額   79,008 ― 224,817 

のれん償却額   ― 205,081 ― 

投資有価証券評価損   18,260 98,745 44,393 

投資有価証券売却益   △23,484 ― △24,335 

投資有価証券売却損   484 ― 484 

たな卸資産評価損   ― 871 103,313 

貸倒引当金の増加額（△減少額）   △20,278 8,844 △17,012 

賞与引当金の増加額（△減少額）   156,711 157,622 2,208 

受注損失引当金の増加額 
（△減少額）   92,051 30,847 335 

退職給付引当金の増加額 
（△減少額）   △277,441 △5,171 △285,670 

役員退職慰労引当金の増加額 
（△減少額）   16,644 △57,274 40,572 

受取利息及び受取配当金   △3,170 △2,756 △7,717 

支払利息   10,618 5,008 18,455 

有形固定資産売却益   △47 ― △47 

有形固定資産売却損   ― ― 1,516 

有形固定資産除却損   9,118 1,793 20,651 

無形固定資産除却損   528 ― 193,977 

代理販売契約解約料   260,000 ― 260,000 

リース解約損   ― ― 56,071 

売上債権の減少額（△増加額）   2,993,118 2,894,841 173,550 

たな卸資産の減少額（△増加額）   △507,637 △504,433 △54,382 

その他資産の減少額（△増加額）   △6,331 △130,029 137,662 

仕入債務の増加額（△減少額）   △1,344,871 △540,427 △884,872 

その他負債の増加額（△減少額）   △55,386 468,000 277,412 

役員賞与の支払額   △9,748 △8,203 △9,748 

小計   1,655,350 2,819,453 2,343,168 



  

  

    
前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

利息及び配当金の受取額   3,033 2,983 7,595 

利息の支払額   △10,618 △5,133 △18,327 

代理販売契約解約料の支払額   △260,000 ― △260,000 

リース解約料の支払額   ― ― △56,071 

法人税等の支払額   △1,208,065 △894,744 △1,520,789 

営業活動による 
キャッシュ・フロー   179,701 1,922,558 495,574 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

  定期預金の預入・払出   808 25,004 805 

  有形固定資産の取得による支出   △92,361 △104,785 △1,752,509 

  無形固定資産の取得による支出   △495,116 △516,800 △1,276,467 

  有形固定資産の売却による収入   8,312 ― 6,497 

  投資有価証券の取得による支出   △32,973 △627 △42,084 

  投資有価証券の売却による収入   161,372 ― 164,957 

  連結子会社株式取得による支出   △102,235 △100,000 △850,841 

  連結子会社株式取得による収入   252,776 ― 252,776 

  差入保証金の差入による支出   △30,522 △22,570 △66,129 

  差入保証金の返還による収入   32,176 685 79,782 

  その他投資等の取得による支出   △25,871 △30,400 △29,448 

  その他投資等の回収による収入   8,755 19,631 8,755 

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー   △314,877 △729,863 △3,503,906 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

  短期借入金の増減額   △65,114 △34,572 △144,773 

  長期借入金の返済による支出   △108,541 △93,076 △311,950 

  少数株主からの払込みによる収入   ― 40,000 ― 

  配当金の支払額   △172,800 △172,800 △172,800 

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー   △346,455 △260,448 △629,523 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   14,499 △5,944 29,684 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  （△減少額）   △467,132 926,302 △3,608,170 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   4,951,304 1,343,133 4,951,304 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 
  (期末)残高   4,484,171 2,269,436 1,343,133 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1)連結子会社の数 10社 

連結子会社名 

 インフォコムサービス株

式会社、株式会社インフォ

コム西日本、株式会社イン

フ ォ コ ム 四 国、Infocom 

America Inc.、Lighthouse 

Data Solutions, LLC、株

式会社ニユース・サービ

ス・センター、インフォベ

ック株式会社、株式会社イ

メージパートナー、株式会

社コンピュータシティ、

SYSCOM(USA)Inc.でありま

す。 

 株式会社コンピュータシ

ティは平成17年６月の株式

追加取得により子会社とな

ったため、当中間連結会計

期間より連結の範囲に含め

ております。 

 ま た、SYSCOM(USA)Inc.

は、従来持分法適用会社で

ありましたが、議決権所有

割合が50％を超えたため、

当中間連結会計期間より連

結の範囲に含めておりま

す。 

(1)連結子会社の数 11社 

連結子会社名 

 インフォコムサービス株

式会社、株式会社インフォ

コム西日本、株式会社イン

フ ォ コ ム 四 国、Infocom 

America Inc.、Lighthouse 

Data Solutions, LLC、株

式会社ニユース・サービ

ス・センター、インフォベ

ッ ク 株 式 会 社、SYSCOM

(USA)Inc.、ログイット株

式会社、イメージシティ株

式会社、ホワイトパジャ

マ・ジャパン株式会社であ

ります。 

 ホワイトパジャマ・ジャ

パン株式会社は平成18年7

月に新たに設立したことに

より、当中間連結会計期間

より連結の範囲に含めてお

ります。 

(1)連結子会社の数 10社 

連結子会社名 

 インフォコムサービス株

式会社、株式会社インフォ

コム西日本、株式会社イン

フ ォ コ ム 四 国、Infocom 

America Inc.、Lighthouse 

Data Solutions, LLC、株

式会社ニユース・サービ

ス・センター、インフォベ

ッ ク 株 式 会 社、SYSCOM

(USA)Inc.、ログイット株

式会社、イメージシティ株

式会社であります。 

 SYSCOM(USA)Inc.は、従

来持分法適用会社でありま

したが、議決権所有割合が

50％を超えたため、当連結

会計年度より連結の範囲に

含めております。また、ロ

グイット株式会社は平成17

年12月の株式取得により子

会社となったため、当連結

会計年度から連結の範囲に

含めております。また、従

来から連結子会社であった

株式会社イメージパートナ

ーと平成17年6月の株式追

加取得により子会社となっ

た株式会社コンピュータシ

ティは平成18年1月1日付で

株式会社コンピュータシテ

ィを存続会社とする合併を

行い、社名をイメージシテ

ィ株式会社といたしまし

た。           



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (2)非連結子会社の数 ２社 

非連結子会社名 

Vietnam  Image  Partner 

System Co.,Ltd 

共生リース株式会社 

連結の範囲から除いた理由 

 Vietnam Image Partner 

System Co.,Ltdは小規模会

社であり、合計の総資産、

売上高、中間純損益及び利

益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためであり

ます。共生リース株式会社

は、休眠会社であるため、

連結の範囲から除いており

ます。 

(2)非連結子会社の数 １社 

非連結子会社名 

Vietnam  Image  Partner 

System Co.,Ltd 

  

連結の範囲から除いた理由 

 小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、中間純

損益及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれ

も中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないた

めであります。 

(2)非連結子会社の数 １社 

非連結子会社名 

Vietnam  Image  Partner 

System Co.,Ltd 

  

連結の範囲から除いた理由 

 小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、当期純

損益及び利益剰余金等（持

分に見合う額）は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためで

あります。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1)持分法適用の関連会社

数 

該当する会社はありませ

ん。 

(1)持分法適用の関連会社

数 

該当する会社はありませ

ん。 

(1)持分法適用の関連会社

数 

該当する会社はありませ

ん。 

な お、SYSCOM(USA)Inc.

は、従来持分法適用会社

でありましたが、議決権

所有割合が50％を超えた

ため、当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めてお

ります。 

  (2)持分法を適用しない非

連結子会社数    ２社 

持分法非適用非連結子会 

社名 

Vietnam Image Partner System 

Co.,Ltd 

共生リース株式会社 

持分法を適用しない理由 

 Vietnam Image Partner 

System Co.,Ltdは中間純損

益及び利益剰余金（持分に

見合う額）等に及ぼす影響

が軽微であるため、持分法

の適用から除外しておりま

す。共生リース株式会社

は、休眠会社であるため、

持分法の適用から除外して

おります。 

  

(2)持分法を適用しない非

連結子会社数    １社 

持分法非適用非連結子会 

社名 

Vietnam Image Partner System 

Co.,Ltd 

  

持分法を適用しない理由 

 中間純損益及び利益剰余

金（持分に見合う額）等に

及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用か

ら除外しております。 

  

(2)持分法を適用しない非

連結子会社数    １社 

持分法非適用非連結子会 

社名 

Vietnam Image Partner System 

Co.,Ltd 

  

持分法を適用しない理由 

 当期純損益及び利益剰

余金等（持分に見合う

額）に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体として

も重要性がないため、持

分法の適用から除外して

おります。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (3)持分法を適用しない関

連会社数      １社 

持分法非適用会社名 

株式会社ドリームラボ 

 中間純損益及び利益剰余

金（持分に見合う額）等に

及ぼす影響が軽微であるた

め、持分法の適用から除外

しております。 

  

(3)持分法を適用しない関

連会社数      １社 

持分法非適用会社名 

株式会社ドリームラボ 

 中間純損益及び利益剰余

金（持分に見合う額）等に

及ぼす影響が軽微であるた

め、持分法の適用から除外

しております。 

(3)持分法を適用しない関

連会社数      １社

持分法非適用会社名 

株式会社ドリームラボ 

 当期純損益及び利益剰

余金等（持分に見合う

額）に及ぼす影響が軽微

であるため、持分法の適

用から除外しておりま

す。 

３ 連結子会社の中間

決算日（決算日）

等に関する事項 

 連結子会社のうち中間決

算日が中間連結決算日と異

なる子会社は、下記の４社

であります。 

Infocom America Inc. 

中間決算日 ６月30日 

Lighthouse Data 

Solutions, LLC 

中間決算日 ６月30日 

SYSCOM(USA)Inc. 

中間決算日 ６月30日 

株式会社イメージパートナ

ー 

中間決算日 ５月31日 

上記のうち、株式会社イメ

ージパートナーは、8月31

日で仮決算を行った上で連

結しております。その他３

社は、各社の中間決算日の

財務諸表に基づき連結して

おります。なお、当該会社

の中間決算日と中間連結決

算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要

な調整を行っております。 

  

 連結子会社のうち中間決

算日が中間連結決算日と異

なる子会社は、下記の３社

であります。 

Infocom America Inc. 

中間決算日 ６月30日 

Lighthouse Data 

Solutions, LLC 

中間決算日 ６月30日 

SYSCOM(USA)Inc. 

中間決算日 ６月30日 

  

各社の中間決算日の財務諸

表に基づき連結しておりま

す。なお、当該会社の中間

決算日と中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整

を行っております。 

連結子会社のうち決算日

が連結決算日と異なる子会

社は、下記の３社でありま

す。 

Infocom America Inc. 

決算日 12月31日 

Lighthouse Data 

Solutions, LLC 

決算日 12月31日 

SYSCOM(USA)Inc. 

決算日 12月31日 

  

各社の決算日の財務諸表に 

基づき連結しております。 

なお、当該会社の決算日と 

連結決算日との間に生じた 

重要な取引については連結 

上必要な調整を行っており 

ます。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   その他有価証券 

  (イ)時価のあるもの 

    中間連結決算日の

市場価格等に基づく

時価法（評価差額は

全部資本直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法により

算定）を採用してお

ります。 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   その他有価証券 

  (イ)時価のあるもの 

 中間連結決算日の

市場価格等に基づく

時価法（評価差額は

全部純資産直入法に

より処理し、売却原

価は移動平均法によ

り算定）を採用して

おります。 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   その他有価証券 

  (イ)時価のあるもの 

    連結決算日の市場

価格等に基づく時価

法（評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定）を採用しており

ます。 

    (ロ)時価のないもの 

    移動平均法による

原価法を採用してお

ります。 

  (ロ)時価のないもの 

    同左 

  

  (ロ)時価のないもの 

    同左 

  

  

   ② たな卸資産 

  (イ)商品 

    先入先出法による

原価法を採用してお

ります。 

  

 ② たな卸資産 

  (イ)商品 

    同左 

 ② たな卸資産 

  (イ)商品 

    同左 

    (ロ)仕掛品 

    個別法による原価

法を採用しておりま

す。 

  

  (ロ)仕掛品 

    同左 

  (ロ)仕掛品 

    同左 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   原則として定額法を

採用しております。 

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

   建物 

      15年～24年 

   工具器具備品 

      ４年～６年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   原則として定額法を

採用しております。 

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

   建物及び構築物 

      ４年～39年 

   工具器具備品 

      ４年～６年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   ② 無形固定資産 

   定額法を採用してお

ります。 

   但し、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(主として３

～５年)に基づく定額

法を採用しており、市

場販売目的のソフトウ

ェアについては、見積

販売数量を基準として

販売数量に応じた割合

に基づく償却額と、販

売可能期間(３年)に基

づく償却額のいずれか

多い金額をもって償却

する方法を採用してお

ります。 

 ② 無形固定資産 

   同左 

  

 ② 無形固定資産 

   同左 

  

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率等により、貸倒

懸念債権等特定の債権

については個別に回収

可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上して

おります。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

   同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

   同左 

   ② 賞与引当金 

   従業員に対して支給

する賞与の支出に充て

るため、将来の支給見

込額のうち当中間連結

会計期間の負担額を計

上しております。 

 ② 賞与引当金 

   同左 

 ② 賞与引当金 

   従業員に対して支給

する賞与の支出に充て

るため、将来の支給見

込額のうち当連結会計

年度の負担額を計上し

ております。 

   ③ 受注損失引当金 

   受注済案件のうち、

当中間連結会計期間末

で将来の損失が確実に

見込まれ、かつ、当該

損失額を合理的に見積

もることが可能なもの

については、将来の損

失に備えるため、損失

見積額を計上しており

ます。 

 ③ 受注損失引当金 

   同左 

③ 受注損失引当金 

   受注済案件のうち、

当連結会計期間末で将

来の損失が確実に見込

まれ、かつ、当該損失

額を合理的に見積もる

ことが可能なものにつ

いては、将来の損失に

備えるため、損失見積

額を計上しておりま

す。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   ④ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。また国内

連結子会社において

は、簡便法を適用して

おります。 

   数理計算上の差異

は、発生年度の翌連結

会計年度より５年間の

定額法で処理すること

としております。 

   過去勤務債務はその

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）によ

る定額法で処理してお

ります。 

  

 ④ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。また国内

連結子会社において

は、簡便法を適用して

おります。 

   数理計算上の差異

は、発生年度の翌連結

会計年度より５年間の

定額法で処理すること

としております。 

   過去勤務債務はその

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）によ

る定額法で処理してお

ります。 

  

 ④ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上

しております。また国

内連結子会社において

は、簡便法を適用して

おります。 

   数理計算上の差異

は、発生年度の翌連結

会計年度より５年間の

定額法で処理すること

としております。 

   過去勤務債務はその

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）によ

る定額法で処理してお

ります。 

    

  

  

  

  

  

  （追加情報） 

   当社及び一部の連結

子会社は、確定給付企

業年金法の施行に伴

い、厚生年金基金の代

行部分について、将来

分と過去分同時返上を

申請し、平成17年９月

１日付けで厚生労働大

臣から認可を受けまし

た。 

   その結果、当中間連

結会計期間において厚

生年金代行返上益とし

て特別利益で225,801

千円を計上しておりま

す。 

  

   

  

  （追加情報） 

 当社及び一部の連結子

会社は、確定給付企業

年金法の施行に伴い、

厚生年金基金の代行部

分について、将来分と

過去分同時返上を申請

し、平成17年９月１日

付けで厚生労働大臣か

ら認可を受け、平成18

年３月３日付けで国に

厚生年金基金の代行部

分の返還額（最低責任

準備金）の納付を行っ

ております。 

 その結果、当連結会計

年度において厚生年金

代行返上益として特別

利益で246,739千円を計

上しております。 

    

  



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   ⑤ 役員退職慰労引当金 

   役員ならびに執行役

員に対する退職慰労金

に充てるため、内規に

基づく中間期末要支給

額を計上しておりま

す。 

 ⑤ 役員退職慰労引当金 

   同左 

  

  

  

  

  

 ⑤ 役員退職慰労引当金 

   役員ならびに執行役

員に対する退職慰労金

に充てるため、内規に

基づく期末要支給額を

計上しております。 

  

  (4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

  外貨建金銭債権債務

は、振当処理を行ってい

るものを除き、中間連結

決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し換算差

額は、損益として処理し

ております。 

  なお、在外子会社の資

産、負債、収益及び費用

は、在外子会社の中間決

算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差

額は少数株主持分及び資

本の部における為替換算

調整勘定に含めて計上し

ております。 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

  外貨建金銭債権債務

は、振当処理を行ってい

るものを除き、中間連結

決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し換算差

額は、損益として処理し

ております。 

  なお、在外子会社の資

産、負債、収益及び費用

は、在外子会社の中間決

算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における

為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めて計上

しております。 

  

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

  外貨建金銭債権債務

は、振当処理を行ってい

るものを除き、連結決算

日の直物為替相場により

円貨に換算し換算差額

は、損益として処理して

おります。 

  なお、在外子会社の資

産、負債、収益及び費用

は、在外子会社の決算日

の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は

少数株主持分及び資本の

部における為替換算調整

勘定に含めて計上してお

ります。 

  (5) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

  同左 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

  同左 

  (6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採

用しております。な

お、為替変動リスクの

ヘッジについて振当処

理の要件を充たしてい

る場合には、振当処理

を採用しております。 

  

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   同左 

  

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

  

  

ヘッジ手段   ヘッジ対象

為替予約   外貨建仕入
債務及び外
貨建投資 

通貨オプ

ション 

  

  
 同上 

金利スワ

ップ 

  

  
借入金の利

息 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

  

  

ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約  外 貨 建 投
資、外 貨 建
仕入債務及
び予定取引 

通貨オプ

ション 

 

 
 同上 

金利スワ

ップ 

 

 
借入金の利

息 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

  

   

ヘッジ手段   ヘッジ対象

為替予約   外貨建仕入
債務及び外
貨建投資 

通貨オプ

ション 

  

  
 同上 

金利スワ

ップ 

  

  
借入金の利

息 

   ③ ヘッジ方針 

   為替及び金利変動リ

スクの低減のため、対

象債務及び投資額の範

囲以内でヘッジを行っ

ております。 

 ③ ヘッジ方針 

   同左 

 ③ ヘッジ方針 

   同左 

   ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

   ヘッジ開始時から有

効性判定時点までの期

間において、ヘッジ対

象とヘッジ手段の為替

相場及び市場金利変動

の累計を比較し、両者

の変動額等を基礎にし

て判断しております。 

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

   同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

   同左 

  (7) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

  消費税等の処理方法 

  消費税等の会計処理は

税抜方式によっており

ます。 

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

  消費税等の処理方法 

  同左 

(7) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

  消費税等の処理方法 

  同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・

フロー計算書における資

金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、か

つ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 

 同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 



    
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（売上計上基準の変更） 

 当中間連結会計期間より音楽コン

サートチケットなどの販売にかかわ

る売上計上基準を、取扱高から販売

手数料に変更いたしました。この変

更は、音楽コンサートチケットなど

の販売方針を、従来の付加価値を加

えて差別化をはかることを重視する

方針から関連グッズ販売を含めた全

体としての販売効率を重視する方針

に転換したことに伴い、販売手数料

を売上高とすることがより適切であ

るために実施したものです。 

 この結果、従来の方法に比較し

て、売上高が1,535,404千円減少し

ておりますが損益に与える影響はあ

りません。なお、上記変更に伴うセ

グメント情報に与える影響は（セグ

メント情報）に記載しております。 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。これ

による損益への影響はありません。 

  

    ―――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    ―――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

（売上計上基準の変更） 

 当連結会計年度より音楽コンサー

トチケットなどの販売にかかわる売

上計上基準を、取扱高から販売手数

料に変更いたしました。この変更

は、音楽コンサートチケットなどの

販売方針を、従来の付加価値を加え

て差別化をはかることを重視する方

針から関連グッズ販売を含めた全体

としての販売効率を重視する方針に

転換したことに伴い、販売手数料を

売上高とすることがより適切である

ために実施したものです。 

 この結果、従来の方法に比較し

て、売上高が3,320,019千円減少し

ておりますが損益に与える影響はあ

りません。なお、上記変更に伴うセ

グメント情報に与える影響は（セグ

メント情報）に記載しております。 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。これによ

る損益への影響はありません。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

    ―――――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は10,534,087千円で

あります。中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期間に

おける中間連結財務諸表は、改正後

の中間連結財務諸表規則により作成

しております。 

  

    ―――――――― 



表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

  

      ――――――――――――― 

  

  

  

  

  

(中間連結貸借対照表) 

 「連結調整勘定」は、当中間連結会計期間から「のれ
ん」として表示しております。 
  

(中間連結損益計算書) 

 前中間連結会計期間まで営業外収益の「その他」に含
めて表示していた「保険解約差益」は営業外収益の100分
の10を超えることとなったため区分掲記することに変更
しました。なお前中間連結会計期間における「保険解約
差益」の金額は3,378千円であります。 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

 「連結調整勘定償却額」は、当中間連結会計期間から

「のれん償却額」として表示しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

914,217千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,138,997千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,031,302千円 

 

※２ 担保資産 

   建物及び構築物、土地のうち

長期借入金93,424千円及び１年

以内返済予定の長期借入金

36,688千円の担保として抵当に

供しているものは次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 85,926千円 

土地 73,300千円 

計 159,226千円 

※２ 担保資産 

   建物及び構築物、土地のうち

長期借入金64,750千円及び１年

以内返済予定の長期借入金

28,674千円の担保として抵当に

供しているものは次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 77,953千円 

土地 73,300千円 

計 151,253千円 

※２ 担保資産 

   建物及び構築物、土地のうち

長期借入金76,990千円及び1年

以内返済予定の長期借入金

30,129千円の担保として抵当に

供しているものは次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 81,443千円 

土地 73,300千円 

計 154,743千円 

  

――――― 

  

※３ 中間期末日満期手形 

   中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間連結会計

期間末日が金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会計

期間末残高に含まれておりま

す。 

受取手形 29,672千円 

――――― 

  



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

給料 1,253,413千円

賞与引当金 
繰入額 

375,447千円

退職給付費用 127,651千円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

23,070千円

給料 1,473,134千円

賞与引当金 
繰入額 

395,729千円

退職給付費用 76,922千円

役員退職慰労
引当金繰入額 

16,656千円

給与 2,605,336千円

賞与引当金
繰入額 

293,973千円

退職給付費用 214,468千円

役員退職慰労
引当金繰入額 

46,998千円

※２ 固定資産売却益の内訳 

工具器具備品 47千円

――――― ※２ 固定資産売却益の内訳 

工具器具備品 47千円

――――― ――――― ※３ 固定資産売却損の内訳 

工具器具備品 1,516千円

※４ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 2,030千円

車輌運搬具 1,366千円

工具器具備品 5,721千円

その他 528千円

※４ 固定資産除却損の内訳 

工具器具備品 1,793千円

※４ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 11,858千円

機械装置及び運

搬具 
1,253千円

工具器具備品 7,540千円

ソフトウェア 191,808千円

その他 2,168千円

※５ 税額計算における諸準備金等

の取扱い 

    中間連結決算における税額

計算において特別償却準備金

及びプログラム等準備金を利

益処分により取崩したものと

みなしております。 

※５ 税額計算における諸準備金等

の取扱い 

    当中間連結会計期間に係る

納付税額及び法人税等調整額

は、当連結会計年度において

予定している特別償却準備金

及びプログラム等準備金の取

崩しを前提として、当中間連

結会計期間に係る金額を計算

しております。 

  

――――― 

  



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

該当事項はありません。 
  
  
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 144,000 － － 144,000 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月20日 
定時株主総会 

普通株式 172,800 1,200 平成18年３月31日 平成18年６月20日 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在) 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) 

  

(注) 関係会社預け金は、流動資産

のその他に含まれております。 

  

現金及び預金勘定 4,228,454千円

関係会社預け金 280,718千円

預入期間３か月超の 
定期預金 

△25,001千円

現金及び現金同等物 4,484,171千円
  
  
  

(注) 関係会社預け金は、流動資産

のその他に含まれております。 

  

現金及び預金勘定 2,269,430千円

関係会社預け金 5千円

現金及び現金同等物 2,269,436千円

  

(注) 関係会社預け金は、流動資産

のその他に含まれております。 

  

現金及び預金勘定 1,368,132千円

関係会社預け金 5千円

預入期間３か月超の 
定期預金 

△25,004千円

現金及び現金同等物 1,343,133千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

 （1） リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

工具器具 
備品 2,261,237 1,542,207 719,029

ソフト 
ウェア 166,872 94,293 72,579

合計 2,428,110 1,636,501 791,609

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

工具器具 
備品 1,240,993 623,633 617,359

ソフト 
ウェア 113,648 68,929 44,719

合計 1,354,641 692,562 662,079

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具器具
備品 1,419,697 798,650 621,046

ソフト
ウェア 490,878 429,830 61,048

合計 1,910,576 1,228,481 682,094

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額等 

未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 385,217千円

１年超 432,187千円

合計 817,404千円

１年内 246,155千円

１年超 433,834千円

合計 679,989千円

１年内 256,772千円

１年超 437,805千円

合計 694,577千円

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

支払リース料 289,515千円

減価償却費 
相当額 

275,003千円

支払利息 
相当額 

9,630千円

支払リース料 154,407千円

減価償却費
相当額 

147,689千円

支払利息
相当額 

6,482千円

支払リース料 525,191千円

減価償却費 
相当額 

492,643千円

支払利息
相当額 

18,773千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

   同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 

   同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  
取得原価
(千円) 

中間連結貸借
対照表計上額(千円) 

差額 
(千円) 

株式 45,935 55,120 9,185 

合計 45,935 55,120 9,185 

  
中間連結貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券   

非上場株式 259,151 

  
取得原価
(千円) 

中間連結貸借
対照表計上額(千円) 

差額 
(千円) 

株式 41,112 56,749 15,636 

合計 41,112 56,749 15,636 

  
中間連結貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券   

非上場株式 141,524 



前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  
取得原価
(千円) 

連結貸借
対照表計上額(千円) 

差額 
(千円) 

株式 44,269 54,248 9,978 

合計 44,269 54,248 9,978 

  連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券   

非上場株式 241,647 



  
(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引以外は、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

同上 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

同上 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  
ソリュー 
ション 
(千円) 

サービス
(千円) 

フロンティア
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 7,481,650 5,230,645 911,130 13,623,426 ― 13,623,426 

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

320,613 725,281 67,385 1,113,281 (1,113,281) ―

計 7,802,264 5,955,927 978,515 14,736,707 (1,113,281) 13,623,426 

営業費用 8,049,885 5,706,284 1,147,240 14,903,410 (1,111,498) 13,791,911 

営業利益又は営業損失
(△) 

△247,621 249,642 △168,724 △166,702 (1,782) △168,485

  
ソリュー 
ション 
(千円) 

サービス
(千円) 

フロンティア
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 8,489,996 5,014,179 972,317 14,476,494 ― 14,476,494 

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

324,939 586,904 109,569 1,021,413 (1,021,413) ―

計 8,814,936 5,601,084 1,081,887 15,497,908 (1,021,413) 14,476,494 

営業費用 8,847,025 5,567,246 1,244,299 15,658,571 (1,017,256) 14,641,315 

営業利益又は営業損失
(△) 

△32,088 33,837 △162,412 △160,663 (4,156) △164,820

  
ソリュー 
ション 
(千円) 

サービス
(千円) 

フロンティア
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 18,168,220 10,747,405 2,438,141 31,353,767 ― 31,353,767 

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

734,007 1,435,652 182,072 2,351,733 (2,351,733) ―

計 18,902,228 12,183,058 2,620,214 33,705,500 (2,351,733) 31,353,767 

営業費用 17,884,873 11,649,099 2,701,528 32,235,501 (2,351,955) 29,883,546 

営業利益又は営業損失
(△) 

1,017,355 533,958 △81,314 1,469,999 221 1,470,220



(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

（前中間連結会計期間及び前連結会計年度） 

(1) ソリューション・セグメント …携帯電話事業者、一般企業、医薬医療関係の機関向けに情報システ 

ムの企画・開発・コンサルテーション等のＩＴソリューションを提 

供。 

(2) サービス・セグメント …………消費者が利用する携帯電話等へのコンテンツの提供や情報通信シス 

テムの企画・運用・管理等のサービスを提供。 

(3) フロンティア・セグメント ……新たに展開する事業やサービスの企画・推進およびバイオサイエン 

ス、知的財産システム、デジタルアーカイブの各事業におけるＩＴ 

ソリューションを提供。 

（当中間連結会計期間） 

(1) ソリューション・セグメント …携帯電話事業者、一般企業、医薬医療関係の機関向けに情報システ 

ムの企画・開発・コンサルテーション等のＩＴソリューションを提 

供。 

(2) サービス・セグメント …………消費者が利用する携帯電話等へのコンテンツの提供や情報通信シス 

テムの企画・運用・管理等のサービスを提供。 

(3) フロンティア・セグメント ……新たに展開する事業やサービスの企画・推進およびバイオサイエン 

ス、知的財産システム、デジタルアーカイブ、セキュリティソリュ 

ーションの各事業におけるＩＴソリューションを提供。 

３ セグメント区分の変更 

従来「ソリューション・セグメント」であったセキュリティ事業は、一層の収益向上を実現するた 

め、「ソリューション」の事業範囲にとらわれることなく、全社的視点による事業構造改革を継続し 

て推進する必要があると判断したため、組織変更を行い、「フロンティア・セグメント」にセグメン 

ト区分の変更を行っております。 

 前中間連結会計期間、前連結会計年度のセグメント情報を当中間連結会計期間において用いたセグ 

メント区分の方法により区分すると次の通りであります。 



前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日)及び前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日)において、本邦の売上高は全セグメン

トの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日)及び前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日)において、海外売上高はいずれも連結

売上高の10％未満であるため海外売上高の記載を省略しております。 

  

  
ソリュー 
ション 
(千円) 

サービス
(千円) 

フロンティア
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 7,388,558 5,230,645 1,004,221 13,623,426 ― 13,623,426 

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

320,613 725,281 67,385 1,113,281 (1,113,281) ―

計 7,709,172 5,955,927 1,071,607 14,736,707 (1,113,281) 13,623,426 

営業費用 7,918,074 5,706,284 1,279,051 14,903,410 (1,111,498) 13,791,911 

営業利益又は営業損失
(△) 

△208,901 249,642 △207,444 △166,702 (1,782) △168,485

  
ソリュー 
ション 
(千円) 

サービス
(千円) 

フロンティア
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 17,968,128 10,747,405 2,638,233 31,353,767 ― 31,353,767 

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

734,007 1,435,652 182,072 2,351,733 (2,351,733) ―

計 18,702,136 12,183,058 2,820,306 33,705,500 (2,351,733) 31,353,767 

営業費用 17,634,864 11,649,099 2,951,537 32,235,501 (2,351,955) 29,883,546 

営業利益又は営業損失
(△) 

1,067,272 533,958 △131,231 1,469,999 221 1,470,220



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

 (1) １株当たり純資産額 

  

 (2) １株当たり当期純利益又は中間純損失 

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 71,611円05銭 73,159円50銭 76,822円02銭 

１株当たり当期純利益又は中

間純損失（△） 
△1,306円44銭 △2,382円07銭 3,635円03銭 

  
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

中間連結貸借対照表の純資
産の部の合計額（千円） 

― 10,915,980 ― 

普通株式に係る純資産額 
(千円) 

― 10,534,967 ― 

差額の主な内訳(千円)   

 少数株主持分 ― 381,012 ― 

普通株式の発行済株式数
（株） 

― 144,000 ― 

普通株式の自己株式数 
（株） 

― ― ― 

1株当たりの純資産の算定に
用いられた普通株式の数 
（株） 

― 144,000 ― 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益又は中間純損失
（△）(千円) 

△188,127 △343,018 531,646 

普通株式に係る当期 
純利益又は中間純損失（△）
(千円) 

△188,127 △343,018 523,443 

普通株主に帰属しない金額の
主要な内訳(千円) 

  

 利益処分による役員賞与金 ― ― 8,203 

普通株主に帰属しない金額 
(千円) 

― ― 8,203 

普通株式の期中平均株式数
(株) 

144,000 144,000 144,000 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  該当事項はありません。 該当事項はありません。 

  

  

  

  

該当事項はありません。 



(2) 【その他】 

当社は、当社のソフトウェア開発受託先である株式会社ソルシステムズ及びその最終エンドユーザーであり親

会社である株式会社ＧＳＩクレオスから損害賠償請求訴訟を受けました。（東京地裁送達日付、平成18年10月13

日） 

当社が平成13年12月に受託したＥＲＰシステムの導入請負契約の債務不履行による損害賠償請求（訴額約739百

万円）事件であり、現在係争中でありますが、今後、訴訟を通じ、当社の主張を明らかにしてまいります。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部)
                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金   3,345,642    1,814,820   854,685    

２ 受取手形 ※４ 80,105    98,855   80,238    

３ 売掛金   4,303,999    4,164,150   6,918,997    

４ たな卸資産   770,720    725,732   262,759    

５ 繰延税金資産   380,799    419,087   409,512    

６ その他   1,600,722    1,568,025   853,458    

貸倒引当金   △3,568    △3,799   △5,642    

流動資産合計     10,478,422 64.4  8,786,873 51.8   9,374,009 52.4

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※１              

(1) 建物   292,636    1,227,431   1,226,269    

(2) 構築物   ―    16,786   17,529    

(3) 工具器具備品   155,739    176,344   191,432    

(4) 土地   ―    539,060   530,640    

有形固定資産合計   448,375    1,959,623   1,965,870    

２ 無形固定資産                

(1) ソフトウェア   1,201,789    978,454   1,038,549    

(2) その他   66,740    63,906   65,323    

無形固定資産合計   1,268,529    1,042,360   1,103,872    

３ 投資その他の資産                

(1) 投資有価証券   2,743,894    4,461,931   4,373,380    

(2) 関係会社 
  長期貸付金   ―    945,000   1,078,250    

(3) その他   1,387,486    739,368   689,523    

    貸倒引当金   ―    △11,545   ―    

 関係会社等投資 
 損失引当金   △51,642   △946,009 △701,500   

投資その他の 
資産合計   4,079,738   5,188,744 5,439,653   

固定資産合計     5,796,644 35.6  8,190,728 48.2   8,509,396 47.6

資産合計     16,275,066 100.0  16,977,601 100.0   17,883,406 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(負債の部)
                

Ⅰ 流動負債                

１ 買掛金   1,943,281    1,873,076   2,551,848    

２ 未払金   281,483    620,368   624,428    

３ 未払費用   178,977    243,108   280,801    

４ 未払法人税等   335,089    181,703   815,386    

５ 前受金   771,077    769,439   668,499    

６ 預り金   305,076    767,287   305,093    

７ 賞与引当金   618,084    589,227   462,591    

８ 受注損失引当金   92,051    22,475   335    

９ その他 ※３ 330,089    516,766   443,698    

流動負債合計     4,855,210 29.8  5,583,452 32.9   6,152,681 34.4

Ⅱ 固定負債                

１ 退職給付引当金   21,944    ―   3,593    

２ 役員退職慰労引当金   118,826    85,077   141,378    

固定負債合計     140,771 0.9  85,077 0.5   144,971 0.8

負債合計     4,995,982 30.7  5,668,529 33.4   6,297,653 35.2

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     1,590,000 9.8  ― ―   1,590,000 8.9

Ⅱ 資本剰余金                

１ 資本準備金   1,442,000    ―   1,442,000    

資本剰余金合計     1,442,000 8.9  ― ―   1,442,000 8.1

Ⅲ 利益剰余金                

１ 利益準備金   100,000    ―   100,000    

２ 任意積立金   1,144,082    ―   1,144,082    

３ 中間(当期) 
  未処分利益   6,997,872   ― 7,304,131   

利益剰余金合計     8,241,955 50.6  ― ―   8,548,214 47.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    5,129 0.0 ― ―   5,538 0.0

資本合計     11,279,084 69.3  ― ―   11,585,752 64.8

負債資本合計     16,275,066 100.0  ― ―   17,883,406 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(純資産の部)
 

               

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金         1,590,000       

２ 資本剰余金                

(1) 資本準備金        1,442,000        

資本剰余金合計         1,442,000       

３ 利益剰余金                

(1) 利益準備金        100,000        

(2) その他利益剰余金                

プログラム等準備

金        225,811        

特別償却準備金        22,025        

別途積立金        800,000        

繰越利益剰余金        7,120,777        

利益剰余金合計         8,268,614       

株主資本合計         11,300,614 66.6      

Ⅱ 評価・換算差額等                

１ その他有価証券 
  評価差額金      8,457     

評価・換算差額等 
合計      8,457 0.0     

純資産合計         11,309,072 66.6      

負債純資産合計         16,977,601 100.0      

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高
 

    11,757,999 100.0  11,706,177 100.0   27,027,534 100.0

Ⅱ 売上原価     7,949,408 67.6  7,821,888 66.8   17,917,448 66.3

売上総利益     3,808,590 32.4  3,884,288 33.2   9,110,086 33.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費
 
    3,417,821 29.1  3,581,531 30.6   6,812,807 25.2

営業利益     390,769 3.3  302,756 2.6   2,297,279 8.5

Ⅳ 営業外収益
 

※１   76,952 0.6  67,388 0.6   113,891 0.4

Ⅴ 営業外費用
 

※２   3,559 0.0  1,164 0.0   60,138 0.2

経常利益     464,162 3.9  368,981 3.2   2,351,032 8.7

Ⅵ 特別利益
 

※３   227,175 1.9  ― ―   248,902 0.9

Ⅶ 特別損失
 

※４   23,287 0.1  355,756 3.1   798,432 2.9

税引前中間(当期) 
純利益    668,049 5.7 13,224 0.1   1,801,502 6.7

法人税、住民税 
及び事業税 ※６ 310,000   155,000    1,085,000   

法人税等調整額 ※６ △35,509 274,490 2.4 △39,576 115,423 1.0 16,684 1,101,684 4.1

中間(当期)純利益又
は純損失（△）    393,559 3.3  △102,198 △0.9   699,818 2.6

前期繰越利益     6,604,313   ―     6,604,313  

中間(当期)未処分 
利益    6,997,872 ―   7,304,131 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

（注）平成18年６月20日開催の定時株主総会における利益処分項目です。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金 
合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合計 プログラム

等準備金 
特別償却
準備金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 
(千円) 

1,590,000 1,442,000 1,442,000 100,000 308,187 35,894 800,000 7,304,131 8,548,214 11,580,214 

中間会計期間中の変動額                     

プログラム等準備金 
の取崩（注） 

        △82,376     82,376 ― ― 

 特別償却準備金の 
 取崩（注）           △13,868   13,868 ― ― 

 剰余金の配当（注）               △172,800 △172,800 △172,800 

 役員賞与（注）               △4,600 △4,600 △4,600 

 中間純損失(△)               △102,198 △102,198 △102,198 

 株主資本以外の項目 
 の中間会計期間中の 
 変動額(純額) 

                    

中間会計期間中の変動額 
合計(千円) ― ― ― ― △82,376 △13,868 ― △183,354 △279,599 △279,599 

平成18年９月30日残高 
(千円) 

1,590,000 1,442,000 1,442,000 100,000 225,811 22,025 800,000 7,120,777 8,268,614 11,300,614 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
(千円) 

5,538 5,538 11,585,752 

中間会計期間中の変動額       

 プログラム等準備金 
 の取崩（注）     ― 

 特別償却準備金の 
 取崩（注）     ― 

 剰余金の配当（注）     △172,800 

 役員賞与（注）     △4,600 

 中間純損失(△)     △102,198 

 株主資本以外の項目 
 の中間会計期間中の 
 変動額(純額) 

2,918 2,918 2,918 

中間会計期間中の変動額 
合計(千円) 2,918 2,918 △276,680 

平成18年９月30日残高 
(千円) 

8,457 8,457 11,309,072 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

 (イ)子会社株式及び関連

会社株式 

    移動平均法による

原価法を採用してお

ります。 

  

(1) 有価証券 

 (イ)子会社株式及び関連

会社株式 

   同左 

(1) 有価証券  

 (イ)子会社株式及び関連

会社株式 

   同左 

   (ロ)その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)を採用しており

ます。 

  

 (ロ)その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定)を採用しており

ます。 

 (ロ)その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

を採用しておりま

す。 

     時価のないもの 

    移動平均法による

原価法を採用してお

ります。 

  

   時価のないもの 

    同左 

  

   時価のないもの 

    同左 

  

  (2) たな卸資産 

 (イ)商品 

   先入先出法による原

価法を採用しておりま

す。 

  

(2) たな卸資産 

 (イ)商品 

   同左 

(2) たな卸資産 

 (イ)商品 

   同左 

   (ロ)仕掛品 

   個別法による原価法

を採用しております。 

  

 (ロ)仕掛品 

   同左 

 (ロ)仕掛品 

   同左 

   (ハ)貯蔵品 

   最終仕入原価法を採

用しております。 

  

 (ハ)貯蔵品 

   同左 

 (ハ)貯蔵品 

   同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定額法を採用しており

ます。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

 建物    15年 

 工具器具備品４年～６年 

  

(1) 有形固定資産 

  定額法を採用しており

ます。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

 建物    ４年～39年 

 構築物   ４年～９年 

 工具器具備品４年～６年 

(1) 有形固定資産 

  同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法を採用しており

ます。 

  但し、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(主として３～５年)に基

づく定額法を採用してお

り、市場販売目的のソフ

トウェアについては、見

積販売数量を基準として

販売数量に応じた割合に

基づく償却額と、販売可

能期間(３年)に基づく償

却額のいずれか多い金額

をもって償却する方法を

採用しております。 

  

(2) 無形固定資産 

  同左 

(2) 無形固定資産 

  同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

等により、貸倒懸念債権

等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

  (2) 関係会社等投資損失引

当金 

  関係会社等への投資に

対する損失に備えるた

め、当該会社の財政状態

等を勘案して計上してお

ります。 

  

(2) 関係会社等投資損失引

当金 

  同左 

  

(2) 関係会社等投資損失引

当金 

  同左 

  

  (3) 賞与引当金 

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち当中間会計期間の負

担額を計上しておりま

す。 

(3) 賞与引当金 

  同左 

  

(3) 賞与引当金 

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち当期の負担額を計上

しております。 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (4) 受注損失引当金 

  受注済案件のうち、当

中間会計期間末で将来の

損失が確実に見込まれ、

かつ、当該損失額を合理

的に見積もることが可能

なものについては、将来

の損失に備えるため、損

失見積額を計上しており

ます。 

  

(4) 受注損失引当金 

  同左 

  

(4) 受注損失引当金 

  受注済案件のうち、当

事業年度末で将来の損失

が確実に見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的

に見積もることが可能な

ものについては、将来の

損失に備えるため、損失

見積額を計上しておりま

す。 

  

  (5) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

  数理計算上の差異は、

発生年度の翌年度より５

年間の定額法で処理する

こととしております。 

  過去勤務債務はその発

生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法

で処理しております。 

（追加情報） 

  当社は、確定給付企業

年金法の施行に伴い、厚

生年金基金の代行部分に

ついて、将来分と過去分

同時返上を申請し、平成

17年９月１日付けで厚生

労働大臣から認可を受け

ました。 

  その結果、当中間会計

期間において厚生年金代

行返上益として特別利益

で225,801千円を計上し

ております。 

  

(5) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

  数理計算上の差異は、

発生年度の翌年度より５

年間の定額法で処理する

こととしております。 

  過去勤務債務はその発

生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法

で処理しております。 

  

   

  

(5) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

  数理計算上の差異は、

発生年度の翌年度より５

年間の定額法で処理する

こととしております。 

  過去勤務債務はその発

生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法

で処理しております。 

（追加情報） 

   当社は、確定給付企業

年金法の施行に伴い、厚

生年金基金の代行部分に

ついて、将来分と過去分

同時返上を申請し、平成

17年９月１日付けで厚生

労働大臣から認可を受

け、平成18年３月３日付

けで国に厚生年金基金の

代行部分の返還額（最低

責任準備金）の納付を行

っております。その結

果、当事業年度において

厚生年金代行返上益とし

て特別利益で246,739千

円を計上しております。 

   

  (6) 役員退職慰労引当金 

  役員ならびに執行役員

に対する退職慰労金に充

てるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上

しております。 

  

(6) 役員退職慰労引当金 

  同左 

(6) 役員退職慰労引当金 

  役員ならびに執行役員

に対する退職慰労金に充

てるため、内規に基づく

期末要支給額を計上して

おります。 

  



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

振当処理を行っているもの

を除き、中間決算日の直物

為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として

処理しております。 

 同左  外貨建金銭債権債務は、

振当処理を行っているもの

を除き、期末日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

 同左  同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、為替

変動リスクのヘッジについ

て振当処理の要件を満たし

ている場合には、振当処理

を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

  同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

  同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ手段 

   …為替予約及び 

    通貨オプション 

  ヘッジ対象 

   …外貨建仕入債務 

    及び外貨建投資 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左 

  (3) ヘッジ方針 

  為替変動リスクの低減

のため、対象債務及び投資

額の範囲内でヘッジを行っ

ております。 

(3) ヘッジ方針 

  同左 

  

(3) ヘッジ方針 

  同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  ヘッジ開始時から有効

性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象とヘッジ

手段の相場変動の累計を比

較し、両者の変動額等を基

礎にして判断しておりま

す。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  同左 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は税

抜方式によっております。 

消費税等の処理方法 

 同左 

消費税等の処理方法 

 同左 



    
中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（売上計上基準の変更） 

 当中間会計期間より音楽コンサー

トチケットなどの販売にかかわる売

上計上基準を、取扱高から販売手数

料に変更いたしました。この変更

は、音楽コンサートチケットなどの

販売方針を、従来の付加価値を加え

て差別化をはかることを重視する方

針から関連グッズ販売を含めた全体

としての販売効率を重視する方針に

転換したことに伴い、販売手数料を

売上高とすることがより適切である

ために実施したものです。 

 この結果、従来の方法に比較し

て、売上高が1,535,404千円減少し

ておりますが損益に与える影響はあ

りません。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。これによ

る損益への影響はありません。 

  

    

   ――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――――――― 

  

（売上計上基準の変更） 

 当事業年度より音楽コンサートチ

ケットなどの販売にかかわる売上計

上基準を、取扱高から販売手数料に

変更いたしました。この変更は、音

楽コンサートチケットなどの販売方

針を、従来の付加価値を加えて差別

化をはかることを重視する方針から

関連グッズ販売を含めた全体として

の販売効率を重視する方針に転換し

たことに伴い、販売手数料を売上高

とすることがより適切であるために

実施したものです。 

 この結果、従来の方法に比較し

て、売上高が3,320,019千円減少し

ておりますが損益に与える影響はあ

りません。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。これによる損益へ

の影響はありません。 



  

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

――――――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は11,309,072千円で

あります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

  

   ――――――――― 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

  

      ――――――――――――― 

  

  

  

  

  

(中間貸借対照表) 

 前中間会計期間まで投資その他の資産の「その他」に
含めて表示しておりました「関係会社長期貸付金」は、
資産総額の100分の5を超えることとなったため区分掲記
することに変更しました。なお前中間会計期間における
「関係会社長期貸付金」の金額は590,000千円でありま
す。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

401,549千円 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

510,568千円 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

445,926千円 

  

―――――――――  ２ 保証債務 

  関係会社の買掛金に対する保証 

ログイット株式会社 

    17,133千円 

 ２ 保証債務 

  関係会社の買掛金に対する保証

ログイット株式会社 

      27,687千円 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

  

※３ 消費税等の取扱い 

   同左 

――――――――― 

――――――――― ※４ 中間期末日満期手形 

   中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期

手形が中間会計期間末残高に含

まれております。 

  受取手形     29,218千円 

――――――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

  

受取配当金 27,251千円

業務支援料 21,685千円

受取利息 15,262千円

受取配当金 16,484千円

業務支援料 23,554千円

受取利息 21,828千円

受取配当金 28,225千円

業務支援料 49,539千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

為替差損 3,493千円

  

たな卸資産
評価損 

871千円
たな卸資産 
評価損 

54,944千円

※３ 特別利益のうち主要なもの ――――――――― ※３ 特別利益のうち主要なもの 

厚生年金代行 
返上益 

225,801千円
  厚生年金代行 

返上益 
246,739千円

    

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券 
評価損 

18,260千円
関係会社等
投資損失引当金
繰入額 

244,508千円

投資有価証券
評価損 

98,000千円

貸倒引当金繰入
額 

11,545千円

関係会社等 
投資損失引当金
繰入額 

649,858千円

固定資産除却損 107,220千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

  

有形固定資産 44,042千円

無形固定資産 313,166千円

  

有形固定資産 86,404千円

無形固定資産 262,911千円

有形固定資産 94,551千円

無形固定資産 659,086千円

※６ 税額計算における諸準備金等

の取扱い 

   中間決算における税額計算に

おいて特別償却準備金及びプロ

グラム等準備金を利益処分によ

り取崩したものとみなしており

ます。 

  

※６ 税額計算における諸準備金等

の取扱い 

   当中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当期

において予定している特別償却

準備金及びプログラム等準備金

の取崩しを前提として、当中間

会計期間に係る金額を計算して

おります。 

――――――――― 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

    該当事項はありません 

  

(リース取引関係) 

  

  
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

工具器具 
備品 1,055,890 522,659 533,231

ソフト 
ウェア 130,359 75,472 54,886

合計 1,186,250 598,132 588,118
  

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

工具器具 
備品 1,110,017 532,304 577,713

ソフト 
ウェア 72,213 38,268 33,945

合計 1,182,231 570,572 611,658

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具器具
備品 1,074,040 507,900 566,140

ソフト
ウェア 92,915 51,234 41,681

合計 1,166,956 559,135 607,821

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

   未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

   未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額等 

   未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 228,343千円

１年超 373,853千円

合計 602,196千円

１年内 210,757千円

１年超 414,509千円

合計 625,267千円

１年内 218,947千円

１年超 401,709千円

合計 620,656千円

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

支払リース料 154,414千円

減価償却費 
相当額 

147,328千円

支払利息 
相当額 

5,569千円

支払リース料 132,427千円

減価償却費
相当額 

128,113千円

支払利息
相当額 

5,256千円

支払リース料 293,187千円

減価償却費
相当額 

279,037千円

支払利息
相当額 

11,144千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

   同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 

   同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失 

はありません。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失 

はありません。 



価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

 １株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失(△) 

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

当社は、当社のソフトウェア開発受託先である株式会社ソルシステムズ及びその最終エンドユーザーであり親

会社である株式会社ＧＳＩクレオスから損害賠償請求訴訟を受けました。（東京地裁送達日付、平成18年10月13

日） 

当社が平成13年12月に受託したＥＲＰシステムの導入請負契約の債務不履行による損害賠償請求（訴額約739百

万円）事件であり、現在係争中でありますが、今後、訴訟を通じ、当社の主張を明らかにしてまいります。 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 

78,326円98銭 

１株当たり純資産額 

78,535円22銭 

１株当たり純資産額 

80,424円67銭 

１株当たり中間純利益 

2,733円05銭 

１株当たり中間純損失(△) 

△709円71銭 

１株当たり当期純利益 

4,827円90銭 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間(当期)純利益又は中間純
損失(△)(千円) 

393,559 △102,198 699,818 

普通株主に帰属しない金額 
(千円) 

― ― 4,600 

（うち利益処分による役員賞
与金） 

― ― (4,600) 

普通株式に係る中間(当期) 
純利益又は中間純損失(△)
(千円) 

393,559 △102,198 695,217 

普通株式の期中平均株式数
(株) 

144,000 144,000 144,000 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  該当事項はありません。 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(１) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第24期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  
平成18年６月21日 
関東財務局長に提出。 

(２) 
  

臨時報告書 
  

企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第９号（代表取締役の異
動）の規定に基づくもの 

  
平成18年４月４日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているインフ
ォコム株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日
から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連
結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任
は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間
連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の
表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に
応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基
準に準拠して、インフォコム株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する
中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する
有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より音楽コンサートチケットなどの販売にか
かわる売上計上基準を、取扱高から販売手数料に変更した。 

２．セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」の「注４ セグメント区分の変更」に記載のとおり、従来、
「ITソリューション事業」及び「サービス事業」に区分していたが、当中間連結会計期間より「ソリューション・セ
グメント」、「サービス・セグメント」及び「フロンティア・セグメント」への区分の変更を行っている。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
  

独立監査人の中間監査報告書

平成17年11月24日

イ ン フ ォ コ ム 株 式 会 社

代表取締役社長 沼 惇 殿 

監 査 法 人  ト  ー  マ  ツ   

 指 定 社 員
 
業務執行社員

 

 

公認会計士

 

高 橋 正 一 ㊞

 

 

 指 定 社 員
 
業務執行社員

 

 

公認会計士

 

中 野 眞 一 ㊞

 

 

 指 定 社 員
 
業務執行社員

 

 

公認会計士

 

山 口 更 織 ㊞

 

 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており
ます。 



  

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているインフ

ォコム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、インフォコム株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

独立監査人の中間監査報告書

平成18年11月22日

イ ン フ ォ コ ム 株 式 会 社

代表取締役社長 吉 野  隆 殿 

監 査 法 人  ト  ー  マ  ツ   

 指 定 社 員
 
業務執行社員

 

 

公認会計士

 

中 野 眞 一 ㊞

 

 

 指 定 社 員
 
業務執行社員

 

 

公認会計士

 

山 口 更 織 ㊞

 

 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており
ます。 



  

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているインフ

ォコム株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第24期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、インフォコム株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より音楽コンサートチケットなどの販売にかかわる

売上計上基準を、取扱高から販売手数料に変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

独立監査人の中間監査報告書

平成17年11月24日

イ ン フ ォ コ ム 株 式 会 社

代表取締役社長 沼 惇 殿 

監 査 法 人  ト  ー  マ  ツ   

 指 定 社 員
 
業務執行社員

 

 

公認会計士

 

高 橋 正 一 ㊞

 

 

 指 定 社 員
 
業務執行社員

 

 

公認会計士

 

中 野 眞 一 ㊞

 

 

 指 定 社 員
 
業務執行社員

 

 

公認会計士

 

山 口 更 織 ㊞

 

 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



  

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているインフ

ォコム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第25期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、インフォコム株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

独立監査人の中間監査報告書

平成18年11月22日

イ ン フ ォ コ ム 株 式 会 社

代表取締役社長 吉 野  隆 殿 

監 査 法 人  ト  ー  マ  ツ   

 指 定 社 員
 
業務執行社員

 

 

公認会計士

 

中 野 眞 一 ㊞

 

 

 指 定 社 員
 
業務執行社員

 

 

公認会計士

 

山 口 更 織 ㊞

 

 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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